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（写真）Shutterstock “マドゥロ政権 米トランプ政権によるイラン核施設への攻撃を非難” 

 

 

２０２５年６月２０日（金曜） 

 

政 治                     

「ベネズエラ海軍 パナマ籍の船舶を拿捕」 

「パナマ・ベネズエラ 両国で領事業務を再開か」 

「全国市長・市議会議員選 出馬者１４．８万人」 

経 済                     

「OFAC CITGO 保護措置１２月２０日まで延長」 

「SAVOY® ベネ産カカオ１００％チョコ生産」 

「カカオ輸出振興のため２つの加工施設を稼働」 

「２５年５月 ベネ原油５１．７ドル／バレル」 

社 会                     

「ラウル・ゴリン氏 西での資金洗浄容疑はれる」 

 

25 年 6 月 21-22 日（土・日） 

 

政 治                    

「マドゥロ政権 米国によるイラン爆撃を非難」 

経 済                    

「２５年３月以降 米国からの希釈剤輸入が停止」 

「２７００万ドル投じ衛生用品工場を建設予定」 

「Pimaca カラカス進出 全国８店舗目オープン」 

「ベネズエラ人の年間砂糖消費量は２５キロ」 

社 会                     

「ラ米 今後２５年で高齢化が急激に進行」 

「ラ米大学ランキング ベネ中央大学が２６位」 

「国立病院に監視カメラ設置 目的は労働者監視」 
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２０２５年６月２０日（金曜）             

政 治                       

「ベネズエラ海軍 パナマ籍の船舶を拿捕」       

 

６月１８日 パドリーノ・ロペス国防相は、国営放送で

記者会見を実施。「ベネズエラの排他的経済水域を運航

していた極めて不審な船舶を拿捕した」と発表した（「ベ

ネズエラ・トゥデイ No.1232」）。 

 

この発表の時点で拿捕した船舶の国籍は明らかにされ

ていなかったが、６月１９日に VTV が、問題の船舶を

拿捕した際に録音された通話記録を公開。拿捕した船舶

がパナマ籍だったことが判明した。 

 

録音記録によると、ベネズエラ海軍は、５月２８日にデ

ルタアマクロ州の排他的経済水域において「N35」とい

う名前のパナマ籍の船舶を発見。 

 

同船舶の発見後、１２日間「N 35」の動きを観察してい

たという。 

 

この観察の結果、ベネズエラ海軍は「N 35」は同海域で、

海底に埋蔵されている地下資源の科学的な調査を実施

していると結論付けたという。 

 

そして、６月１１日に José Rafael Hernández Abchi 海

域保護戦略司令官がベネズエラの排他的経済水域を運

航している「N 35」に接触。 

 

当該船舶が非合法な海域調査を行っている懸念を伝え、

船舶および乗組員を拘束すると通知し、ヌエバエスパル

タ州の Guamache に停泊するよう求め、「N 35」は６月

１５日に Guamache に停泊したという。 

 

 

 

拿捕した船舶に乗っていたのは１０人。 

オランダ人２人（１人はキャプテン）、ホンジュラス人

３人、スペイン人１人、インドネシア人１人、パナマ人

１人、ハンガリー人１人、１人は国籍不明 

 

なお、オランダ人のキャプテンは、ベネズエラ海軍に対

して、「自分たちはガイアナ領海を運航している」「国際

裁判所に訴える」と反論している。 

 

この情報が事実であれば、ガイアナ・エセキバの地下資

源調査のため、意図的にベネズエラの排他的経済水域に

侵入した可能性が高い。 

 

 

（写真）AlNavio  “拿捕されたパナマ籍の船舶 N35” 

 

「パナマ・ベネズエラ 両国で領事業務を再開か」         

 

６月１９日 ベネズエラ外務省は、 

「ベネズエラ外務省およびパナマ外務省は、それぞれの

国民の領事業務を行う必要性から、近日中に両国の領事

サービスを再開する」と発表した。 

 

２０２４年 7 月にベネズエラで行われた大統領選につ

いてパナマ政府は、選挙結果の正当性に疑念を表明。 

 

これを受けて、マドゥロ政権は両国の国際線を停止。 

外交関係を断絶した。 

 

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/e53799863518a26d5090a87bd55b5f93.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/e53799863518a26d5090a87bd55b5f93.pdf
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しかし、国際線停止から１１カ月近くが経過した２０２

５年５月２３日に両国の路線は再開している。 

 

国際線再開に伴い、領事サービス再開の必要性が生じた

ということだろう。 

 

 
（写真）ベネズエラ外務省 

 

「全国市長・市議会議員選 出馬者１４．８万人」         

 

「選挙管理委員会（CNE）」は、７月２７日に行われる

予定の全国市長・市議会議員選について、１４８，５５

４人から出馬申請があったと発表した。 

 

なお、同選挙の出馬申請期限は６月１７日までだったの

で現在は既に受け付けを終了している。 

 

CNE の発表によると、１４８，５５４人のうち１０，

５９４人は市長選（全国３３５市）に出馬。 

 

 

 

５５，８９８人は、市議会議員選の小選挙区で出馬。 

８１，５８８人は、市議会議員選の比例代表で出馬。 

残りの４７４人は、先住民枠で出馬したという。 

 

また、CNE は同日の選挙の投票画面に表示される政党

の配置についても発表。選挙で支持政党を選ぶ際には、

以下の画面が表示されることになるという。 

 

この投票画面を見る限り、マニュエル・ロサレス氏が党

首を務める「新時代党（UNT）」もカプリレス元ミラン

ダ州知事が関係しているとされる「Union y Cambio（通

称 Unica）」も選挙に参加しているようだ。 

 

 

（写真）CNE 

 

経 済                        

「OFAC CITGO 保護措置１２月２０日まで延長」           

 

６月２０日 「外国資産管理局（OFAC）」は、制裁ライ

センス No.5（No.5-S）を更新した。 

 

制裁ライセンス No.5 は、PDVSA２０債の債権者から

CITGO を保護する趣旨の制裁ライセンスである。 

 

２０１６年に発行された PDVSA２０債は、CITGO の

株式５０．１％が担保に設定されている。 
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この PDVSA２０債は、２０１９年にデフォルトしたた

め、本来であれば PDVSA２０の債券保有者は CITGO

の株式５０．１％をもって投資資金を回収できるはずだ

が、制裁ライセンス No.5 により、この権利行使が禁止

されている。 

 

この制裁ライセンスは２０１９年から定期的に更新さ

れ続けており、今回で１１回目の更新となる。 

 

今回の制裁ライセンス更新により、PDVSA２０債の債

券保有者は、少なくとも２０２５年１２月２０日まで

CITGO 株５０．１％の担保権を行使することができな

い。 

 

 

（写真）OFAC 

 

「SAVOY® ベネ産カカオ１００％チョコ生産」                  

 

「SAVOY®」は、８０年の歴史のあるベネズエラのチョ

コレート菓子メーカー。 

 

この SAVOY®は、「Nestlé Venezuela」と共同でベネズ

エラ産カカオを１００％使用したチョコレートを生産・

販売するという。 

 

「Nestlé Venezuela」は、２０１３年から「Plan Cacao 

Nestlé」というプログラムにより、カカオ農家に対して

苗の提供、技術支援、生産者の能力形成を行っており、

今年で１２年になるという。 

 

「SAVOY®」のベネズエラ産カカオ１００％チョコは、

全て「Plan Cacao Nestlé」で支援した農家のカカオを使

用するという。 

 

「カカオ輸出振興のため２つの加工施設を稼働」                  

 

農業省、国内生産工業省および「国際生産投資センター

（CIIP）」は、カカオ輸出の促進を目的に２つのカカオ

加工施設を稼働させることで合意した。 

 

この施設の稼働には外国の民間企業が関与するようだ

が、具体的な企業名は明らかにされていない。 

 

報道によると、この施設では、カカオの乾燥プロセスや

加工プロセスを行うという。また、カカオ豆の品質改良

の研究なども行うようだ。 

 

加えて、カカオの加工の過程で生じるカカオリコール、

液体チョコレートなども生産するという。 

 

「２５年５月 ベネ原油５１．７ドル／バレル」                  

 

OPEC によると、ベネズエラの代表油種「Merey」の２

０２５年５月の平均価格は１バレル５１．７３ドルだっ

た。 
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２５年４月の平均価格は１バレル５６．７２ドルだった

ので、先月と比べて１バレル当たり５ドルほど下がった

ことになる。 

 

この価格は過去４年間で最も低い水準になるが、他の油

種も１バレル当たり５ドル前後下がっているため、制裁

の影響ではなく、市場の影響で価格が下がったと言えそ

うだ。 

 

 

（写真）OPEC 

 

社 会                        

「ラウル・ゴリン氏 西での資金洗浄容疑はれる」           

 

スペインの公聴会判事は、ベネズエラ人企業家ラウル・

ゴリン氏のマネーロンダリング容疑に関する裁判を終

了することを決定した。 

 

ラウル・ゴリン氏は、ベネズエラ民放「Globovision」の

オーナーであり、マドゥロ大統領のテスタフェロ（政府

高官の資産隠しに協力する人物の総称）とされており、

２０１９年にスペイン検察に起訴され、汚職捜査が行わ

れていた。 

 

María Tardón 判事は、「５年超の捜査の結果、犯罪に該

当する違法な取引を行い、マネーロンダリングを行った

と断定できるような情報を確認することは出来なかっ

た」との見解を示した。 

 

 

２０２５年６月２１日～２２日（土曜・日曜）              

政 治                       

「マドゥロ政権 米国によるイラン爆撃を非難」        

 

トランプ政権がイランの核施設３カ所（Fordow、Natanz、

Isfahan）を爆撃したことは日本でも大きく報じられて

いる。 

 

６月２１日 ベネズエラ外務省は、米国政府によるイラ

ンへの爆撃を非難する声明を発表した。 

 

ベネズエラ外務省は、米国による攻撃について 

「違法行為であり、正当化できず、極めて危険な敵対行

為で、国連憲章に明確に違反している」 

「核施設への空爆は、人命と地域の環境を危険にさらし、

世界の安定に計り知れない悪影響を与える」 

「我々はイランへの連帯を示すと同時に、平和と国際権

の保護と国家間の平和的な共存の道を支持する」 

との見解を表明した。 

 

経 済                       

「２５年３月以降 米国からの希釈剤輸入が停止」            

 

米国「エネルギー情報局（EIA）」のデータによると、米

国は２０２５年３月からベネズエラに対して希釈剤を

輸出していないという。 

 

希釈剤はオリノコ流域で産出される重質油・超重質油の

改質に必要となる。 

 

バイデン政権はベネズエラへの制裁方針を緩和し、２０

２３年からベネズエラ向けの希釈剤輸出を許可してい

たが、トランプ政権２期目が制裁強化の方針に回帰した

ことで希釈剤の輸出が再び停止したことになる。 
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経済系メディア「Bitacora Economica」によると、２０

２５年１月、米国はベネズエラに対して日量３．５万バ

レルの石油製品を輸出。そのうちの４３％に相当する日

量１．５万バレルは希釈剤だった。 

 

２月には石油製品の輸出が日量２．６万バレルに減少し

たが、うち日量１．６万バレルは希釈剤だったという。 

 

しかし、３月から希釈剤の輸出がなくなっている。 

 

これにより２０２５年１～３月の米国からベネズエラ

への希釈剤の平均輸出量は日量１万バレルとなった。 

 

なお、２０２４年１～３月の希釈剤の平均輸出量は日量

６．５万バレルだったので、前年同期比８４％減少した

ことになる。 

 

「２７００万ドル投じ衛生用品工場を建設予定」         

 

労働省および国内生産・工業省は、ベネズエラ資本１０

０％の衛生用品工場を建設することで合意した。 

 

報道によると、同プロジェクトには民間企業も関与して

いるようで、官民の協力事業として行われるという。 

 

同プロジェクトの投資予定額は２７００万ドル。 

 

国内生産を拡大させると同時にラテンアメリカ・カリブ

海諸国に輸出するとの目標を掲げている。 

 

ただし、具体的な建設予定や稼働時期などは明らかにさ

れていない。 

 

 

 

 

 

「Pimaca カラカス進出 全国８店舗目オープン」           

 

「Grupo Pimaca」は、創業３６年になるベネズエラの塗

料販売業者。自動車、建設物、船舶、飛行機、木材など

で使用する塗料を販売している。 

 

この「Grupo Pimaca」は、カラカスのロス・パロス・グ

ランデスに全国８店舗目の店をオープンした。 

 

これまでカラカスには店舗がなかったため今回が初の

カラカス進出ということになるようだ。 

 

 

（写真）Bitacora Economica 

 

「ベネズエラ人の年間砂糖消費量は２５キロ」            

 

「ベネズエラ全国さとうきび連合（Fesoca）」の José 

Ricardo Álvarez 代表は、ベネズエラ人の砂糖の年間消

費量は２５キロ／人で、「世界保健機関（WHO）」が推

奨する水準になると説明した。 

 

一般的にベネズエラ人は砂糖の使用量が多いと言われ

ていた。 

 

Álvarez 代表によると、１０年ほど前のベネズエラ人の

砂糖消費量は平均３５～４０キロ／人で推奨消費量を

大きく超えていたという。 
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しかし、経済低迷による購買力の低下もあり、砂糖の消

費量が低下し、現在に至っているという。 

 

社 会                        

「ラ米 今後２５年で高齢化が急激に進行」           

 

６月２１日 国連の「ラテンアメリカ・カリブ経済委員

会（ECLAC）」の José Manuel Salazar-Xirinachs 事務局

長は、ラテンアメリカ・カリブ海地域について、「今後

２５年で急激に高齢化が進行する」「高齢化により、こ

れまでにない影響が予見される」との見通しを示した。 

 

Salazar-Xirinachs 事務局長によると、ラテンアメリカ・

カリブ海地域は２０５０年には６０歳以上の人口が現

在の２倍に増加。８０歳以上は現在の３倍に増加する見

通しだという。 

 

現在、ラテンアメリカ・カリブ海地域における６０歳以

上の人口は全体の１５％（約９８００万人）ほどだとい

うが、２０５０年には２５％（１億８３００万人）まで

増えるという。 

 

なお、２０５０年には８０歳以上の人口は３７００万人

となり、コロンビアの総人口と同じになるという。 

 

一方、Salazar-Xirinachs 事務局長は、高齢化の進行につ

いて「チャンスでもある」と指摘。「高齢化に向けて必

要な投資を行うことで、雇用を創出し、経済を発展させ

ることも可能」との見解を示した。 

 

「ラ米大学ランキング ベネ中央大学が２６位」           

 

「QS World University Rankings 2026」は、世界の大学

ランキングを公表。ベネズエラについては、「ベネズエ

ラ中央大学（UCV）」が最も高い評価を受けた。 

 

 

UCV は、「ラテンアメリカ地域の大学ランキング」で２

６位を獲得した（全体では７３１～７４０位）。 

 

他のベネズエラ国内の大学では「アンドレスベジョ・カ

トリック大学（UCAB）」が同ランキングの４２位（全体

では９０１～９５０位）。 

 

「シモン・ボリバル大学」が６６位（全体では１００１

～１２００位）。 

「ロスアンデス大学」が１０３位（全体では１２０１～

１４００位）。 

「メトロポリタン大学」が１２４位（全体では１４０１

位超）となった。 

 

「国立病院に監視カメラ設置 目的は労働者監視」            

 

Magaly Gutiérrez 保健省は、国立病院に監視カメラを設

置したと発表した。 

 

Gutiérrez 保健省は、監視カメラを設置した理由につい

て、「医療サボタージュを行っているグループを根絶す

るため」と説明。 

 

「監視カメラを設置することで、効率的なコントロール

が実現できる」「患者が到着し、どのくらいの時間で問

題が解決したかなど医療アテンドの詳細を評価するこ

とが可能になる」とコメント。 

 

防犯というより、医療従事者の活動を監視することを目

的としているようだ。 

 

以上 


